
（一社）日本鋳造協会における
自主行動計画フォローアップ調査について

令和８年２月

一般社団法人日本鋳造協会



１．令和７年度フォローアップ調査結果（概要）

・調査期間：令和7年10月22日～12月5日

・調査企業：日本鋳造協会の会員企業 476社を対象

・回答企業：68社（前年度76社）

・回答率： 14.3 ％（前年度16.0 ％ ）
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２．令和7年度フォローアップ調査結果と分析
         重点課題に対する取組②価格低減要請

【分析結果・今後の課題】

• 減額要請の状況について、昨年度は「減額要請を行った」と回答した企業が約16％あっ
たが、今年度は全ての企業が「減額要請は行っていない」と回答と改善した。
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３．取引適正化に向けた今後の取組

【今後の取組】

・鋳造企業が発注側となる自主行動計画の推進について、全会員企業宛メーリ
ングリスト「お知らせメール」や協会ホームページの「取引適正化関連リン
ク」に掲載し、周知徹底する。

・徹底プランの普及に向けて、理事会及び各種会合（経営部会、量産・非量産
委員会、組合代表者会他、全て４回／年開催）において周知ならびに取組状況
を確認する。

・鋳造メーカーは、発注先である「鋳型・中子メーカー」からの労務費アップ
等の値上げ要請を適切に受入れ、業界の主要企業や協力企業（ティアの上位か
ら深い企業）に対しても上記記載の各種会合で「自主行動計画」を徹底し、取
適法適用外の取引を含めサプライチェーン全体での取引適正化を推進していく。
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